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開議 午前１０時００分 

────────────────────────────────────────────────────── 

○菅原委員長 ただいまより、経済建設常任委員会を開会いたします。 

本日の出席委員は全員です。 

それでは、会議を進めてまいります。 

１、商工業、観光、スポーツ及び都市間交流、農林畜産業、建設、上下水道事業に関する事項に

ついてを議題といたします。 

初めに、（１）所管部局の業務概要の説明について、市政のあらましに基づいて、理事者から説

明願います。 

○上田経済部経済交流課長 経済部の所管業務について御説明申し上げます。 

経済部では、ものづくりや商業などの産業振興、雇用・労働施策や金融支援、企業誘致及び動物

園に関する事項を所管しており、組織は、経済総務課、経済交流課、産業振興課、企業立地課の４

課と、第１種施設である工芸センター、旭山動物園の２施設でございまして、職員数は７月１日現

在で、８７名となっております。 

所管業務に関わる主な事業の概要につきましては、市政のあらまし（行政編）の１８９ページか

ら２０９ページまでに掲載されております。 

また、所管する施設につきましては、市政のあらまし（施設編）の５７ページから６４ページま

でに掲載されておりますが、先ほど申しました、工芸センター、旭山動物園のほか、旭川まちなか

しごとプラザ内にございます旭川市職業相談室、工業技術センターなどがございます。 

続きまして、主な事業の概要につきまして、市政のあらまし（行政編）に基づき御説明いたしま

す。 

初めに、３、工業の振興についてでございます。 

まず、１９７ページ、１２、あさひかわデザインハブ検討費についてでございます。これまで、

あさひかわ創造都市推進協議会を母体として地域のデザイン活動に取り組んできておりますが、そ

の活動に必要な拠点の機能について、実践的な活動を通じて検討を行ってまいります。また、デザ

イン活動の実践素材の一つとして、フードフォレスト旭川構想をテーマに、石川ＣＤＰの監修の下

で地域デザインプロデューサーを活用しながら、デザイン思考による１次産品、１次加工品のブラ

ンド化の方法について探求しており、将来的なデザイン思考の導入とイノベーションの創出を促進

してまいります。 

次に、同じページの１４、機械金属業認知度向上補助金でございます。本市の機械金属製造業の

人材確保を目的に、業界の認知度向上を図るため、金属加工、メタルワーク体験事業や、自社の魅

力向上づくりセミナーの開催等の取組を行う、旭川機械金属工業振興会に対し補助金を支出し、支

援するものでございます。 

次に、その下、１５、ＩＴ企業進出支援事業でございます。情報通信関連企業の本市への立地を

促進するため、市内に新たに事業所を開設する事業者が一定の雇用の増加を図った場合に、オフィ

ス賃借料などの経費の一部を最大３６か月間補助するものでございます。 

次に、８、雇用・労働福祉施策についてでございます。２０８ページの５、若者地元定着促進事

業でございます。若者の地元定着やＵＩＪターンを促進するため、企業情報提供サイト「はたらく
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あさひかわ」の運営や合同企業説明会の開催、高校生を対象としたインターンシップなどに取り組

むものでございます。 

最後に、旭山動物園についてでございます。旭山動物園につきましては、市政のあらまし（施設

編）の６２ページから６４ページに掲載しております。このうち、昨年度の夏期開園からオープン

した施設、えぞひぐま館について御説明申し上げます。北海道を象徴する動物、エゾヒグマの新た

な展示施設として、岩場や川など、エゾヒグマらしく過ごせる環境を整え、野生味あふれる行動を

観察することができる施設として、来園者の皆様から好評をいただいております。また、自然や動

物とどう向き合っていくかが問われている今、人と動物との関係や距離感を考える場にもなってい

ると考えております。また、入園者数につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響から、令

和２年度に約５２万人、令和３年度に約４６万人にまで落ち込みましたが、令和４年度は約１１６

万人まで回復してきております。 

以上、経済部所管に係る主な事業についての説明とさせていただきます。よろしくお願いいたし

ます。 

○菅原観光スポーツ交流部長 観光スポーツ交流部の所管業務について御説明申し上げます。 

観光スポーツ交流部は、観光、スポーツ及び都市間の交流に関する事項を所管しておりまして、

観光課、スポーツ課及び都市交流課の３課体制で、職員数は４月１日現在で、４４名となっており

ます。 

所管業務に関わる事業の概要につきましては、市政のあらまし（行政編）の２１０ページから２

２４ページまでに掲載されております。また、所管する施設につきましては、市政のあらまし（施

設編）の６５ページから７４ページまでに掲載されており、観光案内所関連施設、道北アークス大

雪アリーナ、リアルター夢りんご体育館などがございます。 

それでは、主な事業の概要につきまして、市政のあらまし（行政編）に基づき、御説明をいたし

ます。 

初めに、２１０ページ、９、観光の現況を掲載しております。 

まず、２１１ページ、１０、観光・イベントの振興における、観光関連事業について御説明を申

し上げます。２１２ページの４、観光プロモーション推進事業につきましては、本市を含む道北圏

域での観光客誘致に取り組むあさひかわ観光誘致宣伝協議会が主体となり、圏域内の自治体等と連

携しながら、本エリアへの観光誘客を図る事業を実施するものでございます。 

次に、その下、５、冬季観光滞在促進事業につきましては、本市の冬を代表するイベントであり

ます旭川冬まつりや、冬まつりと同時開催される氷彫刻世界大会に対する支援など、本市の冬季の

観光促進を図るものでございます。 

１ページめくっていただきまして、８、大雪カムイミンタラＤＭＯ推進事業につきましては、滞

在型・通年型観光の促進に向けたマウンテンシティリゾートの形成を推進し、スキー場を核とした

冬季観光の促進や、各種モデル事業を実施する、一般社団法人大雪カムイミンタラＤＭＯを支援す

るものでございます。 

観光関連事業の最後でございますが、９、アドベンチャートラベル推進事業につきましては、本

年９月に北海道で開催されるアドベンチャートラベル・ワールドサミット北海道・日本に、本市も

主体的に参画し、サミットの会期後に本市を含む大雪圏域において、ポストサミットアドベンチャ
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ーを開催し、海外、大手メディア、旅行会社などの影響力の大きいメンバーを招待し、アドベンチ

ャートラベルのコースを体験していただきます。これらを契機に圏域内のアクティビティーや自然、

異文化体験など、多彩な観光コンテンツを活用して、持続可能な観光圏域としての発展を目指して

いくものでございます。 

続きまして、同じページの１１、スポーツについてでございます。２ページ飛びまして、２１５

ページ、６、令和５年度全国高等学校総合体育大会競技種目別大会につきましては、７月２１日か

ら８月１１日までの間に、少林寺拳法、男子サッカー、男子バレーボールの３つの競技種目別大会

を、順次開催することとしております。 

次に、１ページめくりまして、２１６ページ、８、バーサーロペット・ジャパンにつきましては、

冬季スポーツの振興と市民の体力づくりを目的とした、クロスカントリースキー及び歩くスキーの

大会を開催するものでございます。 

続きまして、２１７ページ、１１、スポーツ大会等誘致推進事業につきましては、本市の充実し

た都市機能や気候的特性を生かし、日本代表や国内でトップクラスの実績を持つ大学等のスポーツ

合宿の誘致活動などを行うものであります。 

次に、２１８ページ、１２、国際交流についてでございます。２１８ページから２２１ページま

での姉妹都市及び友好都市でございますが、これは、姉妹友好都市のアメリカ合衆国ブルーミント

ン・ノーマル両市、大韓民国水原市、ロシア連邦ユジノサハリンスク市、中華人民共和国ハルビン

市との訪問団の派遣及び受入れや、青少年交流などを通し、友好親善を推進していくものでござい

ます。 

最後になりますが、２３３ページの１３、国内都市交流でございますが、これは、平成２７年度

に姉妹都市提携いたしました鹿児島県南さつま市と、訪問団の相互訪問や青少年交流など、地域の

特性や文化の異なるまちとの交流を通して、地域の活性化を図るものでございます。 

以上、概括ではありますが、観光スポーツ交流部の所管事業についての説明とさせていただきま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

○加藤農政部長 農政部が所管する事務等につきまして、御説明申し上げます。 

初めに、事務分掌についてでございますが、農政部は、農業、林業等に関する事項を所管してお

り、農政課、農業振興課、農林整備課に加えまして、第１種施設であります農業センターの３課１

施設をもって構成しております。職員数につきましては４月１日現在で、６３名となっております。

農政部におきましては、農業者の経営支援、水稲をはじめとした農産物の生産振興、さらには、こ

れら本市農産物のＰＲにも力を入れ、事業を行っているものでございます。 

それでは、主な事業等の内容につきまして、市政のあらまし（行政編）に基づき、御説明いたし

ます。 

２２５ページを御覧いただきたいと思います。本市農業の現況が、２２６ページにかけまして掲

載されております。詳細な数字の御説明は省略させていただきますが、近年、農業者の減少が続い

ているとともに高齢化も進んでおり、担い手の育成、確保は極めて重要な課題となっております。

水稲の作付面積、生産量は全道１位でありますが、全体の農業生産額は、近年、ほぼ横ばいでござ

いまして、２０年前と比べると１０％程度減少しております。農産物自体の消費低迷などが要因と

して考えられているところでございます。 
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次に、主な事業についてでございます。初めに、２２８ページの４、新規就農確保・育成対策事

業についてでありますが、（２）事業内容にありますとおり、担い手が減少していく中にあっても、

本市農業を力強く発展させるため、新規就農者を確保し、地域と行政が一体となって、その受入れ

から経営発展まで一貫した支援を行っていく、そういう事業でございます。 

また、５、担い手確保・育成バックアップ対策事業では、多様な農業経営の発展を推進するため、

各種事業を行うほか、令和５年度におきましては、農業者、農協等関係団体による協議の場を設置

し、旭川市内の各地域における将来の農業の姿を示す地域計画の策定を進めてまいります。 

続きまして、２３０ページ、１０、農産物等流通拡大支援事業では、農産物の付加価値向上や流

通拡大を図るため、農畜産物の商品開発等について支援するほか、令和５年度は、旭川出身のフレ

ンチシェフ、下國伸氏を旭川食のアンバサダーとして迎え、旭川産の米や野菜、果樹などのＰＲ強

化を図ってまいります。 

次に、２３１ページ、１４、スマート農業・省力化技術導入支援事業は、担い手の減少・高齢化

による労働力不足によりまして、１戸当たりの作付面積が増加しており，経営規模を拡大している

ことから、作業の省力化、効率化などを図るため、ＧＰＳガイダンス、自動操舵システム等の導入

を支援するものでございます。 

２３３ページ、３、土づくり対策支援事業では、環境負荷の低減、生産性の維持、健全な土づく

りを推進するために、土壌分析診断を行うとともに、生産者圃場の巡回やニュースレターの発行に

よりまして、土づくりについての相談対応や情報発信を行ってまいります。 

次に、２３４ページです。５、強い園芸産地づくり支援事業は、市場競争力の強化や経営効率化

を図るため、園芸作物の生産体制を整え、産地としての維持発展を図ろうとするものでございまし

て、５年度は、サツマイモなどの高収益作物の新規導入や生産拡大、それから暑熱対策に対する支

援などを行ってまいります。 

次に、その下にあります、６、農業担い手研修育成事業は、令和５年度からの新規事業でござい

まして、次世代を担う農業者の育成、確保に向け、農業センターに農業担い手研修育成センター機

能を備えまして、市内及び近隣町の新規就農希望者や、新たな園芸品目の栽培に取り組む農業者に

対して、技術研修、技術指導等を行っているものです。 

２３５ページ、２０、農業農村整備、１、農業生産基盤整備事業でございますが、その主な事業

といたしまして、２３６ページの②生産基盤改善促進事業では、耕作放棄地の発生防止等のために、

暗渠排水、除れき、区画整理に対する助成を実施することにより、将来に持続する生産性の高い営

農体制づくりを進めてまいります。 

次に、林業の振興に係る主な事業ですが、２３７ページの１番下、２、森林整備対策事業では、

森林の持つ多面的機能の維持増進を図るほか、民有林の計画的整備の推進や支援を行ってまいりま

す。５年度は、市による経営管理の委託を希望している森林所有者の民有林を現地調査してまいり

ます。 

２３８ページ、３、林業担い手確保・育成支援事業では、林業機械の導入支援等により、林業事

業者の体制強化を図り、効率的な森林整備を促進するとともに、北海道立北の森づくり専門学院の

ＰＲ支援を行うことで、林業の担い手の確保、育成を支援してまいります。 

最後になりますが、農政部が所管する施設です。市政のあらまし（施設編）の７５ページから８
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４ページまでに掲載されておりますが、江丹別の若者の郷や市営牧場、東旭川の２１世紀の森施設、

そして、試験研究施設としての農業センターなどがございます。 

以上、農政部所管に係る主な事業等についての説明とさせていただきます。 

○中野建築部長 建築部所管の主な事業概要を御説明します。 

初めに、市政のあらまし（行政編）の２４１ページ、２の建築行政についてであります。 

１、建築確認申請等であります。この事業は、建築確認や建築許可のほか、違反建築物の是正指

導などを行うものであり、令和４年度は、確認申請、許可申請を合わせ、１千２１８件の取扱いが

ございました。 

２、高齢化対応住宅普及促進事業であります。この事業は、高齢者の安全、安心な住環境を形成

するため、やさしさ住宅補助制度として既存住宅のバリアフリー化に要する費用の一部を補助する

もので、令和５年度は５１件の補助を見込んでおります。 

３、建築物安全推進事業であります。この事業は、不特定多数の方が利用する民間建築物に対し、

アスベストの分析調査や除去等に要する費用の一部を補助するもので、令和５年度は分析調査３件、

除去１件を見込んでおります。 

４、建築物耐震改修促進事業は、建築物の耐震化の促進のため、昭和５６年以前の旧耐震基準で

建築された住宅に対して、耐震診断及び耐震改修に要する費用の一部を補助するもので、令和５年

度は耐震診断１件、耐震改修１件を見込んでおります。 

次に、２４２ページ、５、住宅改修促進事業であります。この事業は、長く快適に進み続けられ

る住まいづくりの促進のため、住宅の省エネルギー化や長寿命化に要する費用の一部を補助するも

ので、令和５年度は４１５件の補助件数を見込んでおり、予算額は４千６６５万２千円であります。 

６、空家等総合対策事業については、不良空き家住宅の除却に要する費用の一部を補助するほか、

危険な空き家等に対する緊急安全措置や所有者不在の空き家についての相続財産管理人選任の申立

てのほか、行政代執行による空き家等の解体除却を行うもので、令和５年度は、不良空き家住宅等

除却費補助、補助金交付４件、緊急安全措置１件を予定しております。 

７、住宅雪対策事業は、融雪施設の設置や無落雪屋根への改修等の雪対策に要する費用の一部を

補助するもので、令和５年度は５００件の補助を見込んでおり、予算額は５千２０１万４千円であ

ります。 

８、屋外広告物対策事業は、屋外広告物の設置許可や屋外広告業の登録のほか、適正に管理され

ていない広告物の調査等を行うもので、令和４年度は、許可申請取扱い件数は４６２件、屋外広告

業の登録申請件数が１０３件でありました。 

次に、２４３ページ、９、地域材活用住宅建設促進事業であります。この事業は令和５年度から

始めた新たな補助制度であり、地域材を使用した高性能住宅の建築に対し、最大８０万円を補助す

るもので、令和５年度は４０件分、２千２１６万７千円の予算を確保し、補助金の申請を受け付け

ているところでございます。 

続いて、２５、公営住宅、１の公営住宅の現況であります。本市の市営住宅の管理戸数は４千８

７０戸で、令和４年度は、新町団地、千代ヶ岡団地、春光台団地の解体により、前年度から１５戸

の減となっております。市営住宅の応募状況は、年に４回実施している定期募集の応募倍率がおよ

そ３倍から６倍と、募集の都度、差が生じておりますが、これは単身で入居できる住宅の募集戸数
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や、比較的新しい団地の募集の有無等が変動の要因となっているものと考えております。 

２４４ページ、２、市営住宅整備事業であります。この事業は、市営住宅の建て替え等を行うも

ので、令和５年度は、令和３年度に着工した第２豊岡団地２号棟Ｂ工区が完成する予定であります。 

以上、建築部所管の主な事業概要であります。 

○太田土木部長 土木部が所管いたします主な事業の概要につきまして、市政のあらまし（行政

編）に基づきまして、御説明申し上げます。 

行政編の２４５ページを御覧ください。２４５ページから２５７ページにかけまして、土木部所

管の事業が掲載されておりますが、内容が多岐にわたりますことから、施設の現況や整備関連を中

心に一部を抜粋して説明させていただきます。 

初めに、２６、公園緑化についてでございます。１、公園の現況についてでございますが、本市

には、街区、近隣、地区、総合公園など、全部で４３８か所の公園があり、その面積は８０９万２

千１５０平方メートルとなっております。 

次に、２、都市公園等の整備につきましては、街区公園をはじめ、市民要望の強い老朽化した公

園施設の改築、更新など、旭川市公園施設長寿命化計画に基づいて進めているものでございまして、

令和５年度は忠和公園ほか、計３５か所の公園施設の改築、更新、撤去などを実施する予定でござ

います。 

次に、３、河川緑地の整備につきましては、河川敷にあるグラウンドやパークゴルフ場などの整

備を行うものでございます。 

次に、２４６ページの４、運動公園整備事業につきましては、スポーツの拠点のみならず、広域

防災拠点機能を有する東光スポーツ公園の整備を行うもので、令和５年度は中央広場整備やウッド

チップコースの造成を予定しているところでございます。 

次に、５、緑化推進事業につきましては、美しい町並みの形成と緑化意識の高揚を図るため、シ

ンボル花壇などの整備のほか、花フェスタの開催や市民参加による道路などの花壇づくりに関する

支援を行ってございます。 

次に、少し飛びますが、２４８ページを御覧ください。１０、花咲スポーツ公園改修事業につき

ましては、市民のスポーツ活動の場の充実を図るため、花咲スポーツ公園の改修を行うもので、令

和５年度は陸上競技場改修や再整備基本計画策定業務などを予定しているところでございます。 

次に、また少し飛びますが、２５０ページを御覧ください。２８、道路橋りょう整備についてで

ございます。まず、１、道路橋りょうの現況についてでございますが、令和５年４月１日現在の市

道延長は２千１４４．６キロ、そのうち舗装道は１千８５５．３キロメートルで、舗装率は８６．

５％となってございます。また、市道に架かる橋梁につきましては、全部で５９８橋、総延長は１

２．３キロとなってございます。 

次に、２、道路舗装・橋りょうの整備につきましては、快適な市民生活と効率的な産業活動のた

め、道路橋梁の整備を促進するもので、生活道路の改良や橋梁の長寿命化などを行うため、令和５

年度の整備事業費として、４０億４千７０万５千円を計上しているところでございます。 

次に、３、都市計画道路整備についてでございますが、都市計画道路は、活力ある都市形成、防

災上の役割など多面的な機能を有する都市の基盤的施設でございまして、市内における総延長は２

４８．３キロとなってございます。そのうち、市道延長は１１６．２５キロメートルで、改良済み
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延長は９７．０１キロメートル、改良率は８３．４５％、また、本舗装済み延長は７５．７８キロ

メートル、舗装率は６５．１９％となってございます。令和５年度は整備事業費といたしまして、

９千２００万円を計上しており、新たに永山東光線の整備に事業着手してまいります。 

次に、２５１ページの４、除雪についてでございます。まず、（１）除排雪等の基準等につきま

しては、２５１ページから２５２ページにかけて記載してございますが、路線種別ごとに出動基準

や管理基準等を定めてございます。急な気象状況の変化への対応や効率的で、効果的な除排雪を実

施するため、新たな路面管理手法の試行と検証を進めているところでございます。 

次に、２５３ページの（３）除排雪作業体制につきましては、地区住民、除雪企業、市の３者が

連携した地域総合除雪体制を構築し、業務委託により実施してございますが、安定した除排雪体制

の確保に向け、除排雪業務の地区の統合など、業務体制の見直しを進め、９地区の業務形態を４つ

の地区に統合し、これまでの除雪センターを主センターと支所センターに分けるほか、深夜帯の要

望窓口を１か所に集約するなど、運営体制の見直しを進めてございます。今後もＧＮＳＳを活用し

た除雪車両運行管理システムによる効率的な除排雪作業や書類作成の自動化のほか、除雪作業の見

える化など、ホームページやＳＮＳなどによる情報発信の充実なども進めながら、人的リソースの

有効活用と合理的なセンター運営に向けた検討を行ってまいります。 

次に、２５４ページ、５、雪対策事業につきましては、市民生活に優しい快適な冬の都市環境づ

くりを推進するため、旭川市雪対策審議会を設置し、現在、（仮称）旭川市雪対策基本条例の制定

に向け作業を進めているほか、担い手不足の解消に向け、除雪機械等運転免許取得支援事業などを

実施してございまして、これまでの大型特殊自動車や大型自動車の運転免許取得費用に加え、令和

５年度からは、除雪作業に必要な運転技能講習に関わる費用も補助の対象とするなど、制度の拡充

を図っているところでございます。 

次に、８、人や街にやさしいあかり環境推進事業につきましては、町内会などが設置する街路灯

に関わる費用負担の軽減を図るため、設置工事費用や電気料金について補助金を交付するものであ

り、令和５年度は１千６００灯の街路灯設置補助と、９９０団体への街路灯維持補助を予定してい

るところでございます。 

次に、１０、地籍調査事業につきましては、土地取引の円滑化や土地活用の促進、災害復旧の迅

速化などが可能となるよう、地籍を明確化するための測量調査等を実施するものであり、令和５年

度は、永山、流通団地、忠和地区の一部において実施を予定してございます。 

次に、２５６ページの１１、地域歩行空間等整備事業につきましては、災害発生時等における高

齢者、障害者の移動性向上を図るため、路面の段差解消などにより、安全に通行できる歩行空間を

確保し、避難経路の整備を進めるものであり、令和５年度は延長０．５６キロメートルの整備や実

施設計を予定してございます。 

最後に、２９、河川整備についてでございます。まず、１、河川の現況についてでございますが、

現在、本市には、国、道、市が管理する河川が１６２本あり、その総延長は６１３キロメートルに

及んでございます。そのうち、本市が管理する河川につきましては、準用河川で３本、４．１キロ、

普通河川で１１４本、３２６．１キロメートルとなってございます。 

次に、３、河川整備事業につきましては、浸水被害の防止や生活環境の向上のため、本市が管理

する河川及び排水路などの整備を行うもので、令和５年度は、横山川ほか１７本の河川で事業を予
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定しているところでございます。 

土木所管についての説明は、以上でございます。 

○沖本上下水道部長 市政のあらましに基づき、水道局が所管する事項の御説明をいたします。 

まずは、水道事業でございます。市政のあらまし（行政編）２５８ページを御覧ください。本市

の水道事業につきましては、大正２年に創設された軍用水道が始まりであり、終戦後の昭和２３年

に旭川市に移管されてから、７５年ほどが経過しているところでございます。これまで、５期にわ

たる拡張事業を経て、現在の計画では、給水人口３７万８千人、１日最大給水量１７万３千７００

立方メートルとなっております。 

次に、２５９ページを御覧ください。１、現況の（１）給水人口、普及率等の推移についてでご

ざいます。令和４年度末の普及状況につきましては、給水人口３０万８千５８６人、普及率は９６．

１％となっております。また、表の下から３行目にありますとおり、配水管延長は２千２３１．０

５８キロメートルとなっております。 

次に、（２）令和５年度事業計画についてでございます。主な事業といたしましては、老朽化し

た配水管等の更新を進めており、②事業概要の表の左下にありますとおり、配水本管布設替工事で、

事業費２７億１千４００万８千円、延長２２．３キロメートルの更新などを予定しております。 

次に、２６１ページを御覧ください。３、水道料金についてでございますが、令和４年７月に料

金を改定しており、料金体系につきましては、基本水量制を廃止し、口径別と用途別併用となって

おります。料金は、水道メーターの口径に応じた基本料金と使用水量に応じた従量料金から成って

おります。なお、２６１ページ、表の下、２６２ページ及び２６３ページに記載しておりますが、

福祉的な配慮といたしまして、料金の負担軽減を図るため、減免制度を設けております。この減免

制度につきましては、現在見直しの作業を行っているところであります。 

続きまして、下水道事業について御説明いたします。２６４ページを御覧ください。本市の下水

道事業につきましては、明治３４年街路に沿った防火用水路兼用の木造開渠の建設に始まり、昭和

３３年に、下水道築造第１期工事認可を受けてから、６５年ほどが経過しているところでございま

す。昭和５６年から現在の下水処理センターの設置により、周辺５町を含めた広域的な処理を開始

し、１、現況、（１）下水道普及状況にありますとおり、令和４年度末におきましては、処理区域

面積が８千６８ヘクタール、処理区域人口が３１万３千８０５人で、普及率は９７．３％となって

おります。また、（２）下水道事業進捗状況の最下段にありますとおり、管渠延長は１千９２７キ

ロメートルとなっております。 

次に、（３）令和５年度事業計画についてでございます。主な事業といたしましては、②事業概

要にございますとおり、下水管布設工事で、事業費１１億４千４６６万４千円などを予定しており

ます。 

次に、２６５ページを御覧ください。２、公共下水道事業計画についてでございます。本市の下

水道事業は、昭和３３年策定の下水道事業全体計画に沿って事業を進め、その後、数回の計画変更

を重ね、現在の事業計画では８千１２７．８ヘクタールを処理区域としております。 

次に、２６６ページを御覧ください。３、下水道使用料についてでございますが、令和４年７月

に改定しており、使用料の体系につきましては、基本水量制を廃止し、用途別の料金体系となって

おります。使用料は、定額の基本使用料と汚水排出量に応じた従量使用料から成っております。な
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お、水道料金と同様に、福祉的な配慮といたしまして、２６６ページ、表の下及び２６７ページの

表のとおり、減免制度を設けております。この減免制度につきましては、現在見直しの作業を行っ

ているところでございます。 

次に、２６９ページから２７０ページを御覧ください。３２、簡易水道事業についてでございま

す。本市では、郊外部の西神居地区で平成８年から、また、江丹別地区で平成１７年から、それぞ

れ簡易水道事業を実施しております。 

最後に、３３、農業集落排水事業についてでございます。本市では、西神楽の千代ヶ丘地区で、

平成１３年から農業集落排水事業を実施しております。 

以上、水道局の所管に関わる事項でございます。よろしくお願いいたします。 

○小浜農業委員会事務局次長 農業委員会事務局でございます。 

本来であれば、事務局長が説明させていただくところでございますが、本日不在のため、代わっ

て説明をさせていただきます。 

農業委員会は、市町村に設置される独立した合議体の行政機関であります。事務局の本年４月１

日現在の職員数は、１２名となっております。 

それでは、農業委員会が所管する業務の概要について、御説明いたします。市政のあらまし（行

政編）の２７１ページ、３４、農業委員会を御覧ください。農業委員会では、農地法等関係法令に

基づいた農地移動適正化あっせん事業などの許認可事務をはじめ、農地等の利用の最適化の推進、

法人化その他の農業経営の合理化、農地利用の最適化に関する施策について、改善意見の提出や、

農業者年金の窓口業務などを実施しております。 

初めに、１、委員会構成でございます。現在、農業委員は、定数の３７人が在任しておりますが、

現農業委員の任期は、今月２９日までとなっており、以降は、本年、第２回定例市議会において同

意いただきました、２７人の農業委員が新たに活動します。３７人から２７人へ、１０人の委員定

数の減少につきましては、市内農業者数が減少したことに伴うもので、政令に定められた委員定数

の基準にのっとり、令和４年第４回定例会で、委員定数条例改正の議決をいただいたことによるも

のです。 

次に、下段、２、農地業務でございます。（１）農地移動適正化あっせん事業は、農業委員会等

に関する法律及び農業振興地域の整備に関する法律に基づき、主に農地の所有権移転により、農業

経営の規模拡大などを図るものであります。（２）利用権設定等促進事業は、農業経営基盤強化促

進法に基づき、主に農地の賃貸借契約締結により、農地の利用集積を図るものであります。その下

段、（３）農地転用の推移は、農地を農業以外の目的で使用するための転用実績について、２７２

ページに移りまして、上段、（４）農地事務処理状況は、農地法第３条、第４条、第５条、第１８

条の規定に基づく各種許可及び届出、並びに行政サービスとして発行している現地目証明について、

それぞれの実績を表中にお示ししております。（５）農地利用状況調査は、農地の適正管理の確認

と遊休農地及び荒廃農地の早期発見を目的として、毎年度、全農業委員により実施しているもので

あります。 

次に、同じページの３、農業者年金業務でございます。これは、主に農業者の老後の生活の安定

と福祉向上のほか、後継者、または第三者への農地の権利移譲による経営の若返りや規模拡大の促

進、年金受給前に亡くなられた方の遺族に対する保障をするため、農業者老齢年金、経営移譲年金、
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死亡一時金などの支給手続といった農業者年金業務を農業者年金基金から委託を受けて行っており

ます。 

次に、２７３ページに移りまして、上段、４、農業後継者施策でございます。新規就農希望者や

後継者育成への対応として、農業委員による営農方法の指導や助言のほか、農地の生前一括贈与を

促進するための納税猶予証明などを発行しております。 

最後に、５、農業情報の提供活動でございます。農地行政の動向をはじめ、事務局に寄せられる

農地に関する相談事例などをまとめた農業委員会だよりを農業委員が編集、発行することにより、

農業者及び関連機関の皆様に、農業委員会への理解を深めていただく活動を行っております。 

農業委員会の所管業務の概要については、以上でございます。 

○菅原委員長 ただいまの説明につきまして、委員の皆様から御発言はございますでしょうか。 

（「なし」の声あり） 

○菅原委員長 なければ、業務概要の説明に関わり出席している理事者につきましては、退席いた

だいて構いません。 

次に、２、奔別（ぽんべつ）橋破損による市道の通行止めについて、理事者から御報告願います。 

○太田土木部長 奔別（ぽんべつ）橋破損による市道の通行止めについて、御報告申し上げます。 

資料を御覧ください。 

奔別橋は江丹別町西里、普通河川、ポンベツ川に架かる、橋長１５．２メートル、幅員４．３メ

ートルの鋼製の桁、木製床版の橋梁であり、６月２０日午後２時頃に道路維持事業者が草刈り作業

のため作業車両で通行したところ、木製床版の一部が抜け落ち、縦１．７メートル、横１．０メー

トル程度の穴が空いた状態となったものでございます。幸いけが人や車両破損等の被害はございま

せんでしたが、事業者からの通報により現地を確認したところ、応急処置による修繕では安全確保

が困難と判断し、直ちにバリケードを設置し、当該橋梁から南側の約１．１キロメートル区間を通

行止めとしているところでございます。現在のところ、通行止めの期間は未定でございますが、当

該橋梁を利用されている方をはじめ、市民委員会、町内会など、地域の方々には当面の間、通行止

めとすることを説明し、御理解をいただいているところでございます。 

市内の橋梁につきましては、５年ごとに法定点検を実施し、その安全性を確認してございます。

当該橋梁につきましては、昭和６３年に現在の橋に架け替え、平成２２年度に木製床版の全面張り

替えを実施しており、平成３０年度に実施した点検では、鋼製桁の腐食や支承のボルトの緩みなど

が確認されていたものの、直ちに修繕が必要となる異常は見られず、今年度も法定点検を実施する

予定となってございましたが、この間に木製床版の劣化が著しく進行し、外的要因とも重なり破損

に至ったものと推測しているところでございます。なお、今回の事故の発生を受け、同様の木製床

版の橋梁については緊急点検を行いましたが、特に安全性に問題のある橋梁はございませんでした。

当該橋梁の利用状況といたしましては、接続している市道、西里３号線は行き止まりとなってござ

いまして、道路沿線に農地がございますが、家屋等居住されている方はなく、通いで営農されてい

ることから、通過交通もごく限られている状況にございまして、営農されている方々に確認したと

ころ、今年度の作業は終了しており、当面の間、通行止めとしていても特に支障はないということ

でございました。 

今後の対応といたしましては、当該橋梁の早期供用再開に向けまして、地域住民の皆様や利用者
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の方々と情報を共有しながら、予算措置や修繕方法、工事施工時期などについて検討を進めてまい

ります。奔別橋の破損に係る御報告は、以上となります。 

○菅原委員長 ただいまの報告につきまして、特に御発言はございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○菅原委員長 なければ、ただいまの報告に関わり出席している理事者につきましては、退席して

いただいて結構です。 

次に、（３）水道料金・下水道使用料の減免制度についてであります。この件につきましては、

石川厚子委員から発言の申出を受けております。 

それでは、御発言願います。 

○石川厚子委員 水道料金・下水道使用料の減免制度について、何点かお尋ねします。 

まず初めに、現在行われている、この水道料金、下水道使用料の減免制度の概要についてお示し

いただきたいと思います。 

○稲場上下水道部料金課長 この減免制度は、昭和４０年代から昭和５０年代の水道、下水道の拡

張整備普及時期におきまして、急激かつ度重なる料金改定を実施していた際に、その負担の緩和を

図る目的から市の福祉施策として導入したのが始まりで、現在、生活保護世帯、児童扶養手当受給

世帯、特別児童扶養手当受給世帯、独居高齢者世帯、障害者のみの世帯、社会福祉施設、公衆浴場

の７区分を対象としてございます。 

それぞれの減免の内容についてでございますが、生活保護世帯、児童扶養手当受給世帯、特別児

童扶養手当受給世帯、障害者のみの世帯は、水道料金、下水道使用料ともに、料金の約５０％、独

居高齢者世帯は、水道料金、下水道使用料の基本料金の約３７％、社会福祉施設、公衆浴場に対し

ましては、それぞれの使用量に応じた単価を設定する内容での減免を行っております。 

なお、その財源といたしましては、原則として一般会計からの繰入金で賄っているものでござい

ます。 

○石川厚子委員 そこで、減免制度を廃止する方針だというふうに報道されているわけなんですけ

れども、いつそんなことが決まったのか、お示しいただきたいと思います。 

○稲場上下水道部料金課長 水道料金、下水道使用料に係る減免制度につきましては、庁内検討会

議や上下水道事業審議会での議論、パブリックコメントや関係団体との意見交換などの結果に加え、

市の厳しい財政状況や受益と負担の公平性などの観点からも見直しが必要であるものと考えており

ます。 

生活保護世帯、独居高齢者世帯について、当初は、令和４年の料金改定と同時の廃止を予定して

ございましたが、コロナ禍や物価高騰などの社会情勢を踏まえた市長からの指示や議会での議論な

どを経て、その廃止時期を先送りし、令和５年度現在、従来の減免制度を継続しているところでご

ざいます。 

なお、令和５年６月には、改めて市長への報告を行い、生活保護世帯、独居高齢者世帯は令和６

年４月、特別児童扶養手当受給世帯、障害者のみの世帯は令和６年９月での廃止という方針で進め

ていくことが妥当であることを確認したところでございます。 

○石川厚子委員 今、廃止という方針で進めていくことが妥当であると確認したというふうにおっ

しゃられましたね。ということは、廃止を決定したことではないと、そのように理解してよろしい
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ですか。 

○稲場上下水道部料金課長 決定したということではなく、今後、様々な議論をいただいた中で、

最終的な結論ということになろうかと思います。 

○石川厚子委員 分かりました。そこで、６月２８日に審議会が開かれたと思うのですが、この審

議会では、どのような意見が出されたのでしょうか。 

○稲場上下水道部料金課長 令和５年６月２８日に開催された旭川市上下水道事業審議会では、報

告事項として、生活保護受給世帯、独居高齢者世帯の減免に対し、令和３年１０月１３日に同審議

会から、減免の廃止は妥当であるとの答申を受けていることから、答申後から現在までの状況を説

明し、生活保護世帯、独居高齢者世帯ともに、令和６年４月から減免制度を廃止いたしますが、激

変緩和として、生活保護世帯は令和６年から３年かけ、独居高齢者世帯は令和６年から２年かけて、

段階的に廃止を行う旨の説明をいたしました。 

また、特別児童扶養手当受給世帯、障害者のみの世帯につきましては、関係部局と減免制度の在

り方を継続して検討することは妥当であるとの答申をいただいており、答申後の関係部局との協議

内容や経過等として、福祉保険部より、同部が所管する福祉タクシー利用料金等助成事業の拡充を

代替施策とする提案を受け、令和６年９月から減免制度を廃止とする方向である旨の説明をいたし

ました。 

なお、それぞれの減免制度廃止に関しては特に意見はなく、全体に対し、廃止の時期が延期にな

る可能性はあるのか。延期になったとしても、水道事業会計には影響しないということかなどの質

問があったものでございます。 

○石川厚子委員 生活保護世帯と独居高齢者世帯につきましては、２０２１年度にパブリックコメ

ントを実施したと思うのですが、そのパブリックコメントではどのような意見が寄せられましたか。 

○稲場上下水道部料金課長 令和３年６月２５日から７月３０日の間に実施したものでございます

が、個人１３７、団体７、匿名２の計１４６の提出者から１５７件の意見提出があり、主な意見と

しましては、減免制度の見直しに賛成するものが４件、減免制度の見直しに反対するものが、コロ

ナ禍を理由とするものを含め１２５件で、減免廃止後の生活への影響を懸念するものが最も多く、

コロナ禍で大変なときに見直す必要があるのかなどの御意見もいただいたところでございます。 

○石川厚子委員 この意見、１５７件中１２５件が減免制度の見直しに反対だということで、大変

多い数だというふうに思うわけなんですけれども、この結果をどのように受け止めますか。 

○稲場上下水道部料金課長 市の厳しい財政状況や、受益と負担の公平さなどの観点から、庁内検

討会議や上下水道事業審議会での議論、関係団体との意見交換などを進めてきた結果、現時点で減

免制度の見直しは必要なものと考えているところでございます。しかしながら、パブリックコメン

トに寄せられた多くの反対意見を踏まえ、市民生活に十分配慮していく必要があるものと受け止め

ており、廃止の時期や廃止とする際の激変緩和措置の実施について、慎重に検討を進めてきたもの

でございます。 

○石川厚子委員 次に、特別児童扶養手当受給世帯、障害者のみ世帯、この減免制度の廃止につい

ては、パブリックコメントは実施したのでしょうか。 

○稲場上下水道部料金課長 特別児童扶養手当受給世帯及び障害者のみの世帯の減免制度廃止に係

るパブリックコメントについては、令和５年９月に実施を予定しているところでございます。 
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○石川厚子委員 特別児童扶養手当受給世帯、障害者のみの世帯については、これからパブリック

コメントを実施するということですね。これから実施して来年度から廃止するというのは、大変乱

暴ではないかというふうに思うわけなんです。パブリックコメントをアリバイづくりのために利用

するというような印象を受けるのですが、いかがでしょうか。 

○稲場上下水道部料金課長 来年度からの廃止という考えにつきましては、代替施策として検討し

ております福祉保険部の事業の開始時期に合わせたものでございます。減免制度の廃止に当たりま

しては、パブリックコメントの実施のほか、関係団体との意見交換や庁内での検討会議、上下水道

審議会などで広く御意見を伺い、また、議会での議論をいただいた上で慎重に判断してまいります。 

○石川厚子委員 そこでそもそもなんですけれども、なぜ減免制度の廃止を実施しようとするので

しょうか。生活保護世帯、独居高齢者世帯、特別児童扶養手当受給世帯、障害者のみの世帯につい

て、それぞれ根拠をお示しいただきたいと思います。 

○稲場上下水道部料金課長 生活保護世帯につきましては、生活保護費の中に光熱水費が含まれて

支給されており、減免制度との重複が課題となっていること、また、独居高齢者世帯につきまして

は、令和４年７月の料金改定により、基本水量制を廃止し、制度導入時の理由が解消されたことか

ら、それぞれ廃止としているものでございます。 

特別児童扶養手当受給世帯、障害者のみの世帯の減免制度につきましては、総合政策部や福祉保

険部との協議により、福祉タクシー利用料金と助成事業の拡充を代替施策とするという提案をいた

だいておりますことから、廃止の方向で検討しているものでございます。 

○石川厚子委員 生活保護世帯についてなんですけれども、保護費に光熱水費が含まれているって

いうのは、今に始まったわけじゃないんですよね。制度導入当初から変わらないと思うのですが、

なぜ今の時点で廃止なのでしょうか。 

○稲場上下水道部料金課長 委員の御指摘のとおり、制度導入当初から保護費に光熱水費が含まれ

ていたものと認識しているところでございますが、生活保護世帯に対する減免制度については、水

道、下水道の拡張整備普及時期に、急激かつ度重なる料金改定を実施しており、その負担軽減を図

る目的から、水道料金に対しては昭和４４年、下水道使用料につきましては昭和５２年に導入した

ものでございます。その後、上下水道ともに普及が図られ、維持管理の時代に移り、制度としては

より福祉的な性格が強くなり、平成２０年度の見直しを経て、今日に至っているものでございます。

このように、減免制度の導入から相当の期間が経過していることなどから、現在の社会情勢の変化、

市の厳しい財政状況や受益と負担の公平性などを踏まえた見直しが必要なものと認識しているとこ

ろでございます。 

○石川厚子委員 制度導入から相当の期間が経過しているということですけれども、先ほど述べま

したように、保護費に光熱水費が含まれているのは、昔も今も変わらないんですよ。なぜ、今の時

点で廃止なのでしょう。 

○沖本上下水道部長 先ほどもちょっとお話しさせていただきましたけれども、減免制度を始めた

というのは上下水道をどんどんどんどん市内に整備していったときに、どうしても整備するとその

料金をどんどん上げていかなきゃならないっていうことがあるんですよね。それをやってたってい

うことがあります。そのときに、その方たちに、それに対応した激変緩和、何とかそういう減免を

していかなきゃならないんじゃないかということで、この制度が始まったということでございます。 
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ただ、それから大分たって、平成２０年にも減免制度を見直そうという動きもありましたけど、や

はり重複してるっていうのはずっと課題だったということがあって、これまでずっと検討を進めて

きました。光熱水費が重複しているということが課題であるということについては、ずっと考えと

して変わっておりませんので、廃止の提案をさせていただいているというところでございます。 

○石川厚子委員 では、次の質問に移りますけれども、独居高齢者世帯についてです。 

以前、本会議でも私、質問したんですけれども、現在亡くなっているんですけれども、私の母が

元気な頃、ひとり暮らしをしていたんですけれども、毎日のようにスポーツジムに通っていたんで

すよね。そこで汗をかいた後、入浴して帰ってきたので、当時の自宅マンションで入浴するってこ

とは全くなかったんですよ。それでも２か月に９立米、１か月にすると４．５立米の水道料金かか

ったわけなんです。それが、値上げの対象になりました。昨年７月からの料金改定によって、独居

高齢者世帯において、水道料金が下がった世帯というのは、どの程度いるものなのでしょうか。 

○稲場上下水道部料金課長 昨年の料金改定により、独居高齢者世帯の減免対象となっている場合、

２か月の使用水量が５立方メートル以下であれば、改定前より上下水道料金が下がることとなりま

すが、令和４年９月の調定分で御説明いたしますと、改定後の上下水道料金で、２か月分として調

定されている件数が約４千９００件、そのうち、使用水量が５立方メートル以下の件数は約３８０

件となっているところでございます。 

○石川厚子委員 ４千９００件中３８０件ということは、８％にも満たないということですよね。

残りの９２％以上は値上げしたということになりますね。以前あった減免の説明会に私も行かせて

いただきましたけれども、そのときに、８立米までは同じ基本料金なので、それだと不公平なので

見直しますよっていう、こういう説明があったと思うんです。そのときは使用水量の少ない世帯は、

値下がりするものだとばかり思っておりました。実際は、９２％を超える世帯が値上がりしたとい

うことなんですけれども、これはどういったことなのでしょう。 

○沖本上下水道部長 今回のこの改定は、基本的に３０年間水道料金を変えずに旭川の水道をやっ

てきたんですけれども、もうさすがにちょっと、その料金を上げないと難しいということで、平均

で１４．９％、水道料金を値上げをさせていただいたということでございます。そのときに、今お

話のあった独居高齢者の方には、その制度の中で、実は８立米までは同一料金をいただいていたと。

ただ、独居高齢者の方っていうのは、少なく使う人もいらっしゃって、そういう方たちにやっぱり

配慮するということで、実はこの減免制度は導入されました。それで、本当に少なく使っている方

には減免制度があることで、今までの制度の効果はあったんですけれども、料金改定で使った分だ

けお金を払っていただくというふうに仕組みを変えましたので、そうすると８立米の減免制度をし

ていた根拠がなくなったということで、料金改定に伴って、独居高齢者に対する減免制度は廃止を

していくべきではないかというふうに考えているところでございます。 

○石川厚子委員 今の部長の説明もちょっと分かりづらかったんですけれども、私はその説明会行

ったときに、今言いましたように、１か月８立米までは同じ基本料金なので、それだと不公平なの

で見直しますよっていう、そういう説明だったと思うんです。普通、そういうふうに言われたら、

半分ぐらいは上がるけど、半分ぐらいは下がるんじゃないかなっていうような受け止めをするので

はないかなと思うんですよ。ましてやこれが減免制度廃止の理由になっているわけなんですからね。

そういった誤解を招く説明はすべきでなかったのではないかということは、ここは指摘させていた
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だきます。 

次に移りますけれども、社会福祉施設、公衆浴場については、見直す考えはないのでしょうか、

また、その理由についてもお示しいただきたいと思います。 

○稲場上下水道部料金課長 社会福祉施設につきましては、少子高齢化や人口減少社会下における

福祉サービスが多様化し、社会的役割がますます重要になっているとの認識があり、また、施設の

種別や利用形態、費用負担の方法なども多様でありますことから、今後も継続して、関係者との協

議を行うなど、制度内容の検証を進めてまいります。公衆浴場につきましては、住民の利用機会を

確保するため、物価統制令によって、入浴料金の上限額が定められていることから、減免制度を維

持する考えでございます。 

○石川厚子委員 平成２７年、２０１５年の行政評価では、「なお、減免制度の見直しをすること

となった場合には、その見直しによる代替施策案について関係部局と十分な協議・調整をするこ

と」とあります。生活保護世帯、独居高齢者世帯について、こういった代替案というのはあるので

しょうか。 

○稲場上下水道部料金課長 生活保護世帯につきましては、生活保護費に光熱水費が含まれており、

水道料金、下水道使用料の減免との重複が課題となっていたこと、独居高齢者世帯につきましては、

料金の改定により基本水量制を廃止したことで、制度導入時の根拠がなくなったことから、この２

件の減免制度の見直しに当たりましては、廃止の理由が明確であるため、代替措置を必要としない

こととしてございます。 

○石川厚子委員 今、代替措置を必要としないっていうふうにはっきりおっしゃられたんですけれ

ども、関係部局と十分協議、調整することっていう行政評価ではあるんですけれども、関係部局と

十分に協議、調整したということは言い切れるのでしょうか。 

○稲場上下水道部料金課長 庁内で、減免制度の在り方検討会議というものを立ち上げまして、そ

の中で、今まで様々な議論を行い、先ほど申し上げましたように、生活保護世帯、独居高齢者世帯

については、代替措置は必要としないと、そのような結論に至っているものでございます。 

○石川厚子委員 昨年の第４回定例会なんですけれども、与党の議員の質問に対して、市長は、物

価高騰に直面していることから、減免制度の廃止時期については、より慎重に判断する、このよう

に答弁しているわけなんですよね。昨年の１２月から半年余りしかたっていないのに、減免廃止を

持ち出す。このことは、舌の根の乾かぬうちというふうに言うのではないかと思いますが、いかが

でしょう。 

○稲場上下水道部料金課長 生活保護世帯、独居高齢者世帯の減免制度につきましては、令和４年

の水道料金改定と同時に廃止をする予定でございましたが、コロナ禍ですとか、物価高騰などによ

る市民生活に配慮し、また、議会での議論や上下水道審議会での答申、市長の指示などを受け、約

２年にわたり制度を維持している状況でございます。 

しかしながら、負担の公平性などから、減免制度の見直しが必要であるという考え方に変わりは

なく、生活保護世帯については３年をかけ、独居高齢者世帯については２年をかけて、それぞれ激

変緩和を行いながら、減免制度の廃止を行ってまいりたいと考えているところでございます。 

○石川厚子委員 生活保護世帯の水道料金の減免制度については、昭和４４年、１９６９年から実

施しています。かつて、平成２０年に減免を廃止しようとした経過がありました。しかし、生活保
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護基準の各種加算の見直しによる影響を考慮して、当時、４割引だったのが、５割引というふうに、

逆に制度を拡充してきた、そういう経過もあるんですよね。生活保護世帯の生活が苦しいのは、今

も変わらないと思います。独居高齢者につきましても、夫が亡くなった後、ひとり暮らしとなった

女性から、年金だけでは生活が苦しいという話をよく聞きます。減免制度を継続すべきではないか

と考えますが、いかがでしょう。 

○沖本上下水道部長 減免制度を継続すべきではないかというお話でございます。平成２０年当時、

確かに光熱水費が含まれているということで、減免制度を廃止する提案をさせていただいたという

経過があります。当時、下水道の使用料というのは１００％減免していたという状況があって、そ

れをいきなりゼロにするのは難しいというような判断があり、水道料金、下水道使用料とも、その

ときは減免率を５０％にしたという経過があるというふうに認識しています。また、独居高齢者世

帯の減免制度につきましては、当時の料金体系では、８立方メートルまで定額制になっていて、少

量しか使わないひとり暮らしの方には負担が大きいということに配慮して、制度が導入されたもの

でございます。昨年７月の水道料金の改定に伴って、基本水量制を廃止することで、そういった定

額の部分というのがなくなってきましたので、導入の根拠がなくなったということから、制度を廃

止しようとするものでございます。生活保護世帯、独居高齢者世帯の減免制度の見直しにつきまし

ては、市の厳しい財政状況を反映した行政評価や行財政改革推進プログラム２０２０における指示

があり、水道局としてもパブリックコメントを行い、また、関係部局間での協議を重ね、上下水道

審議会での答申を受けながら、廃止の方針を決めたものでございます。 

また、先ほど申し上げましたとおり、廃止の時期に関しましては、コロナ禍や物価高騰による市

民生活に配慮し、議会での議論や市長の指示を受け、料金改定から、約２年間にわたり制度の維持

を行うなど、慎重に対応してまいりましたし、来年４月の減免制度の廃止に際しましては、生活保

護世帯は３年かけて、独居高齢者世帯は２年かけて、それぞれ激変緩和を行いながら実施をしよう

とするものでございますので、御理解をいただきたいと存じます。 

○石川厚子委員 今、部長のほうからいろいろ言い訳されましたけれども、水っていうのは、命の

根幹に関わるものだと思うんですよね。先日、生活保護世帯の方のところを訪問いたしましたら、

水道料金が倍になったら、暮らしていけない、もう生きていけないんだというふうに訴えられまし

た。この減免制度は廃止すべきでないということを改めて申し述べまして、私の質疑を終わらせて

いただきます。 

○菅原委員長 この件につきまして、他に御発言はございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○菅原委員長 ないようでありますので、次に、４、所管施設等の視察についてであります。 

この後、委員会を休憩して、別紙行程のとおり所管施設等の視察を行います。 

なお、議長に対する委員派遣承認要求の手続については、委員長に一任していただきたいと思い

ますが、それでよろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

○菅原委員長 そのように扱わせていただきます。 

それでは、暫時休憩いたします。 

休憩 午前１１時１６分 
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────────────────────────────────────────────────────── 

 

（再開されず散会 午後５時４５分） 

 


